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研究成果の概要（和文）：現代の日本社会では、移動レジーム（人のライフコースを組織化する制度的配置）に
影響を及ぼす大きな社会変動が４つ進行している。グローバリゼーション、新自由主義の台頭、サービス産業
化、少子高齢化がそれである。本研究プロジェクトでは、これらの変動、とりわけ少子高齢化に焦点を当て、現
代アジア社会における移動レジームの変容が社会階層と雇用・生活リスクに及ぼす影響を分析した。その結果、
少子高齢化が移動レジームに及ぼす影響は階層によって異なり、それゆえ雇用・生活へのリスクの変容も階層ご
とに詳細に検討する必要があることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Four important social changes that affect mobility regime, institutional 
arrangements organizing life courses, are in progress in contemporary Asian societies: 
Globalization, the rise of neo-liberalism, the shift to service industry, and the falling birthrate 
and the aging population. This project focused on these changes, the falling birthrate and the aging
 population in particular, and studied the effects of changes in mobility regime on risks of 
employment and livelihood in contemporary Asian societies. A main finding is that the effects of the
 demographic change on mobility regime vary between strata and, therefore, it is necessary to 
conduct detailed analysis of the change in risks of employment and livelihood focusing on social 
stratification.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
 現代の日本社会では、移動レジーム（概念
の詳細は後述）に影響を及ぼす大きな社会変
動が３つ進行している。グローバリゼーショ
ン、新自由主義の台頭、サービス産業化がそ
れである。これらの３つの社会変動は独立に
生じたものではなく、相互に連関しあってい
る。たとえば、グローバリゼーションに対応
するために各国政府は新自由主義の思想を
背景にして労働市場の規制緩和を行ってき
た。サービス産業化はこの規制緩和を通じて
非正規雇用者数を増大させた。 
 本研究の前身プロジェクトである「移動レ
ジームの動態に着目した社会階層と雇用・生
活リスクの融合的研究」（基盤研究(B)(一般)
研究課題番号：24330146）では、これらのグ
ローバルな社会変動が移動レジームの変容
を通じて社会階層と雇用・生活リスク分布の
変動をもたらすという理論枠組の下に融合
的な実証分析を積み重ねてきた。ここでいう
移動レジームとは、人のライフコースに沿っ
た社会移動イベント―就職、転職、労働市場
からの退出／再参入、引退等―を組織化する
制度的配置である（DiPrete 2002）。日本では、
学校から企業へのスムーズな移行、長期雇用
制、企業による福利厚生等が日本型移動レジ
ームを構成してきた。そしてこの日本型移動
レジームが正規雇用男性稼ぎ手モデルによ
る雇用・生活リスクの回避を実現してきた。
しかし近年のグローバルな社会変動により、
日本型移動レジームに対する社会的了解（正
当性）が崩れ、レジームが弱体化している。
いわば「たが」が外れたため、労働市場の周
辺部分ではレジームから離脱する人々が増
えてきた。非正規雇用労働者の増加がこのこ
とを端的に反映している。しかし一方で大企
業従業員や公務員など労働市場の中核部分
にいる人々は従来型の移動レジームを維持
している。このため、現代日本の労働市場や
階層構造は、中核部分における安定性と周辺
部分における流動性の高まりの共存と捉え
ることができる（Sato 2010）。 
 労働市場におけるこのような中核部分と
周辺部分の格差の拡大は、グローバルな社会
変動が日本の労働市場におけるローカルな
制度を通じて、いわば間接的に移動レジーム
に影響を及ぼしているからである。このこと
から、社会によってグローバルな社会変動が
移動レジームに及ぼす影響が異なることが
予想できる。この予想に基づいて、本研究の
前身プロジェクトでは、日本、台湾、韓国と
いった東アジア諸社会の比較研究を行い、そ
れぞれの社会の制度の違いゆえに、社会にお
ける非正規雇用や自営業の位置づけが異な
り、それが移動レジームの違いや雇用・生活
リスクの回避方法の違いを生み出している
ことなどの興味深い知見を得た。 
 しかしこの前身プロジェクトでは、もう 1
つのグローバルな社会変動が射程に入って
いなかった。それは人口変動、とりわけ少子

高齢化である。少子高齢化が社会に及ぼす影
響についてはさまざまな分野で研究が進ん
でいる。とりわけ社会保障制度が維持可能か
否かという問題は、研究者だけでなく一般市
民の大きな関心を呼んでいる。しかし少子高
齢化が社会階層や社会移動、社会的不平等に
及ぼす影響に関する研究は決して多くない。
日本では、白波瀬佐和子（たとえば『少子高
齢社会のみえない格差―ジェンダー・世代・
階層のゆくえ』, 東京大学出版会, 2005）が精
力的にこの問題に取り組んでいる。また彼女
を代表とする 2015 年社会階層と社会移動全
国調査（通称 2015 年 SSM 調査）でも、少子
高齢化と社会階層や社会移動との関係分析
を主要研究課題としている。しかしながら、
少子高齢化と移動レジームとの関係にはあ
まり焦点が当てられていない。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、人口変動、とりわけ少
子高齢化が移動レジームをいかに変容させ、
それが社会階層と雇用・生活リスク分布をい
かに変動させるのか、という問題の解明を主
要研究課題とする。そして次に述べる問題群
に解答を与えることを目的とする。 
本研究の目的は、人口変動、とりわけ少子

高齢化が移動レジーム－社会移動イベント
を組織化する制度的配置－をいかに変容さ
せ、その結果として社会階層と雇用・生活リ
スク分布をいかに変動させるのかを、人口変
動というグローバルな社会変動と社会固有
の制度との連関に着目して厳密に分析する
ことである。少子高齢化が移動レジームに及
ぼす影響の研究はほとんどない。しかし少子
高齢化は産業構造や職業構造に大きな変動
をもたらし、その結果として移動レジームの
変容や社会的不平等のあり方の変化をもた
らしうる。本研究では、「人口変動→移動レ
ジームの変容→社会階層と雇用・生活リスク
の変動」という一連の社会的メカニズムを解
明する。このために、日本社会を対象とした
分析と東アジア社会の比較分析という複眼
的なアプローチを推進する。 

 
３．研究の方法 
 本研究の目的を達成するために、「理論班」、
「日本社会分析班」、「東アジア社会比較班」
の３つの研究班を立ち上げ、各班で個別テー
マを追求するとともに、班の間の機能的連携
により、研究を推進する。研究プロジェクト
を効率的に推進するために、東アジア社会比
較研究の専門家である Kwang-Yeong Shin 中
央大学校教授、Mary C. Brinton ハーバード大
学教授、Hyunjoon Park ペンシルバニア大学准
教授を海外共同研究者とし、社会移動研究の
第一人者である石田浩東京大学教授を初め
として数名を研究協力者とする。 
 理論班は、研究代表者の佐藤、研究分担者
の今井と阪口、永吉、海外共同研究者の Park
からなる。佐藤は世代内移動を中心に移動レ



ジームの詳細な構造分析を行う。制度論の専
門家である今井と永吉は人口変動が移動レ
ジームに及ぼす影響が制度によって媒介さ
れるメカニズムの解明を行う。阪口はリスク
論の視点から移動レジーム変容とリスク分
布変動との連関の詳細な分析を行う。Park は
従来から人口変動の研究も行っているので、
人口変動が移動レジームに及ぼす影響の一
般的な分析を行う。班内でこれらの研究に関
する知見を共有することで、人口変動、制度、
移動レジーム、リスク分布という一連の流れ
を理論的に俯瞰する枠組を構築する。そして
この理論枠組を日本社会分析班と東アジア
社会比較班に提供する。逆に、これらの班の
経験的知見を受けて、理論枠組の修正を行う。 
 日本社会分析班は、研究分担者の阪口と森
山、連携研究者の林と藤原、研究協力者の石
田からなる。この班では、SSM 調査データや
JGSS 調査データ等の良質な調査データの 2
次分析を通じて、人口変動、制度、移動レジ
ーム、リスク分布の関係について探索的な実
証分析を行うとともに、理論班の構築する理
論枠組みの経験的妥当性を検討する。そして
班の研究活動を通じて得られた知見を理論
班に対しては理論枠組の問い直しのために
フィードバックし、東アジア社会比較班に対
しては日本社会に関する詳細な情報を提供
する。 
 東アジア社会比較班は、研究分担者の竹ノ
下、連携研究者の太郎丸、海外共同研究者の
Shin と Park からなる。この班のメンバー全員
が東アジア社会比較研究の経験が豊富なの
で、その学識を生かして、東アジアの社会調
査データ（たとえば 2005 年 SSM 調査データ
や各国の GSS 調査データ）を用いて、理論班
の構築する理論図式の一般性を検討する。ま
た日本社会分析班に対しては比較分析を通
じて得られた日本の位置づけに関する知見
を提供する。 
 
４．研究成果 
 3 年間の研究プロジェクトの主な研究成果
は次のようになる。 
 
(1)少子高齢化は高齢者に関する商品や労働
力の需要を高めると同時に若年層に関する
それらの需要を低下させ、その結果として、
産業構造や労働市場が変化し、その変化が
人々の間の不平等や雇用・生活リスクの分布
を変化させることが理論的に予測できるこ
とを示した。 
 
(2)合理的選択理論の視点から、人々が世代内
移動を行うメカニズムの分析を行い、高階層
の人々が前向き合理性に基づいて、低階層の
人々が後ろ向き合理性に基づいて転職行動
を行うため転職結果に違いが出る可能性を
示した。 
 
(3)移動レジーム論の視点から、主に社会階層

と社会移動全国調査データを用いて、グロー
バル化の進展により、失業リスクが階層性を
伴いながら全体的に高まっていることを明
らかにした。また初職が非正規になるリスク
については、女性において人的資本による差
が 1990 年代以降拡大していることが明らか
になった。これらのリスク変容に対する構造
的要因（新卒一括採用、女性の高学歴化、就
職差別の相対的改善など）の影響を詳細に検
討した。 
 
(4)少子高齢化が、移動レジームにどのような
影響を及ぼすのかという点から、少子高齢化
と産業構造の変化が、職業の分布にどう影響
するかを検討した。職業を時間当たり賃金で
序列化し、5 つの層に分割して、1992 年から
2002 年にかけての分布の変化を見たところ、
とりわけ、賃金で中位水準の職業が、増加し
ていることがわかり、その大半は、保健・医
療・福祉に関する職業であることがわかった。
また、賃金で下位の職業も増加しており、こ
れらは、非正規雇用の増加と大きく関係して
いることもわかった。 
 
(5)60 歳代以上の１割以上が公的年金以外に
頼れる収入源がないと認識しており、男性で
は資産形成の困難が、女性では家族形成にか
かわるリスクが影響していた。特に、女性で
はこのタイプの経済状態が悪い。また、60 歳
未満の層では、公的年金への期待が低く、期
待を維持しているのは大企業正社員など厚
生年金、共済年金に加入している層であった。
このことから、将来年金への依存が高くなる
と予測される人たちの中で年金への期待が
低く、そのことが国民年金の拡充への支持が
広がらない一因になっていると考えられる。
また、失業や貧困が社会的排除に与える影響
についても研究を行い、男性においてのみ失
業や貧困が家族外のネットワークからの排
除につながることを明らかにした。 
 
(6)「ポスト・バブル経済期に正規雇用セクタ
ーから非正規雇用セクターへの移動が容易
になったのと同時に非正規雇用セクターか
ら正規雇用セクターへの移動は難しくなっ
たという」という先行研究の経験的知見に対
して「労働市場の中核部分における安定性と
周辺部分における流動化が共存しているだ
けでなく、中核部分が縮小している」という
視点から説明した。 
 
(7)日本社会における人口変動は、少子高齢化
によって大きく特徴付けられる。労働力人口
が減少する中、日本はますます海外からの移
民労働者への依存を強めていく。そうしたな
か、海外からの移民労働者が、日本の労働市
場のどのようなセクターに組み込まれ、いか
なる社会経済的状況に置かれているのかを、
社会調査データ等を用いて、失業を軸に分析
を行った。分析の結果、海外からの移住者の



失業は、産業や雇用関係によって大きく左右
され、また、その地域の労働市場の動向にも
大きく左右されることが分かった。また、自
営業層を軸とするエスニック・コミュニティ
は、移民の失業を抑制し、移民に対して一定
の雇用機会を提供することも明らかになっ
た。 
 
(8)年金制度への支持に対して年金システム
があたえる影響を、職歴における自営業、非
正規、無職期間の割合が年金制度支持に与え
る影響の分析によって、検証した。2015SSM
データを用いた分析の結果、職歴における非
正規雇用の期間が長いことによって、年金制
度から得られる利益を低く見積もり、その結
果として年金制度への支持が低下すること
を示した。このことは、年金制度の階層化に
よって得られる利益に対する認識の分断が
生じ、結果として年金制度への支持が分断さ
れていることを示している。 
 
 また、3 年間の研究活動を取りまとめた報
告書『移動レジームと社会的不平等』を刊行
した。 
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